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出典：地域脱炭素ロードマップ【概要】（国・地方脱炭素実現会議 令和3年6月9日）

地域脱炭素ロードマップ
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出典：地域脱炭素ロードマップ【概要】（国・地方脱炭素実現会議 令和3年6月9日）

屋根置きなど自家消費型の太陽光発電

建物の屋根等に設置し屋内・電動車で自家消費する太陽光発電を導入する。自家消費型の太陽

光発電は、系統制約や土地造成の環境負荷等の課題が小さく、低圧需要では系統電力より安い

ケースも増えつつある。余剰が発生すれば域内外で有効利用することも可能であり、蓄エネ設備と

組み合わせることで災害時や悪天候時の非常用電源を確保することができる。



太陽光発電設備の価格推移

日本の住宅用太陽光発電システム平均価格
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出典：㈱資源総合システム：太陽光発電マーケット2015 年および2018 年をもとにみずほ情報総研（株）が作成
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※出力制御対応機器設置義務ありの場合

ＦＩＴ制度における買取価格（太陽光）
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出典：資源エネルギー庁



電気使用料金（平均電力単価）
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※平均電力単価＝「年間の使用料金」÷「年間使用料」で算出。

出典：2021「ゼロカーボン北海道」貢献に向けたエネルギー地産地消セミナー（北海道経済部 ）日本データーサービス㈱講演資料より



再生可能エネルギー発電促進賦課金の単価
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出典：資源エネルギー庁
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買取・購入単価
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ＦＩＴ制度による買取

買取単価※ 19

電力単価

購入単価 20～30

再エネ賦課金 3.36

合計 23.36～33.36

（円/kWh）（※2021年単価）



事業性評価

9

初期費用
年間発電量
電力単価

： 350,000 円/kW
： 1,000 kWh/年
： 25 円/kWh など

試 算 条 件

※簡易的に記載しています。

出典：2021「ゼロカーボン北海道」貢献に向けたエネルギー地産地消セミナー（北海道経済部） 日本データーサービス㈱講演資料より



事業性評価（地域ポテンシャルの違い）
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出典：2021「ゼロカーボン北海道」貢献に向けたエネルギー地産地消セミナー（北海道経済部） 日本データーサービス㈱講演資料より

初期費用
年間発電量

電力単価

： 350,000 円/kW
： ［ベース］ 1,000 kWh/年

［ケース1］ 1,209 kWh/年
［ケース2］ 894 kWh/年

： 25 円/kWh など

試 算 条 件

※簡易的に記載しています。



太陽光発電設備の規模
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出典：2021「ゼロカーボン北海道」貢献に向けたエネルギー地産地消セミナー（北海道経済部） 日本データーサービス㈱講演資料より



自家消費型太陽光発電設備の初期費用
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出典：初期投資０での自家消費型太陽光発電設備の導入について（環境省）

リースモデルとは
「リースモデル」とは、リース事業者が需要家の敷地内に
太陽光発電設備を設置し、維持管理を行う代わりに、
需要家がリース事業者に対して月々のリース料金を支払う
仕組みです。発電した電気はすべて需要家のものになり、
需要家は自家消費をして余った電力を電力会社へ売電する
ことも可能です。

オンサイトPPAモデルとは
「オンサイトPPAモデル」とは、発電事業者が、需要家の

敷地内に太陽光発電設備を発電事業者の費用により設置し、

所有・維持管理をした上で、発電設備から発電された電気

を需要家に供給する仕組みです（維持管理は需要家が行う

場合もあります）。「第三者所有モデル」とも言われます。
※PPA:Power Purchase Agreement（電力購入契約）の略。



太陽光発電設備の設置方法による比較
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出典：初期投資０での自家消費型太陽光発電設備の導入について（環境省）



【まとめ】
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出典：2021「ゼロカーボン北海道」貢献に向けたエネルギー地産地消セミナー（北海道経済部 ）日本データーサービス㈱講演資料より

導入コストの低減により、太陽光発電は、
「売電」より「自家消費」の方が有利。
補助金がなくても事業性が見込める。

地域のポテンシャルが低い地域でも、
導入コストの低減により、事業性が見込める。


